
18 ｜ ChiReKo  2022 年度２学期号

２　「歴史総合」と「日本史探究」における
第二次世界大戦前後の学習の構造の違い

　まずは、「歴史総合」と「日本史探究」における第二
次世界大戦前後の学習の構造を、日本の位置付けに焦点
を当てて検討する。『解説』によると、「歴史総合」で
は、大項目Ｃの中項目（３）「経済危機と第二次世界大
戦」を① 1920 年代後半から 1930 年代にかけての国際
協調体制の動揺と② 1940 年代から 1950 年代初頭にか
けての第二次世界大戦後の国際秩序および日本の国際社
会への復帰の２本柱で構成している。特に②に関しては、

「1940 年代後半から 1950 年代初頭までの時代につい
ては、国際秩序の形成の基本理念や、福祉面での国家の
積極的な介入の方向性などの連続性に着目し、第二次世
界大戦の勃発から一つの中項目として構成した」として
いる。日本の位置付けに焦点を当てて整理すると、第二
次世界大戦後の国際秩序の形成を第二次世界大戦中の国
際関係にまでさかのぼり、第二次世界大戦後の国際秩序
における日本の位置付けを冷戦の始まりや戦後改革と関
連して理解するよう構成されているといえるだろう。
　一方、「日本史探究」では、大項目Ｄの中項目（３）「近
現代の地域・日本と世界の画期と構造」において、「戦
前と戦後の国家・社会の変容、戦後政治の展開、日本経
済の発展、第二次世界大戦後の国際社会における我が国
の役割について考察するための主題」として、「第二次
世界大戦後の日本の政治や社会は、それまでと何が変わ
り、何が継承、継続されたのだろうか」という問いの例
が示されている。つまり、第二次世界大戦前後の日本国
内の政治や社会の変化や連続性を軸に、それらに影響を
与えた冷戦の始まりや国際社会の形成を理解するよう構
成されている。
　このように、「歴史総合」では第二次世界大戦後の国
際秩序の形成の一部として戦後日本の歩みを位置付けて
いるのに対して、「日本史探究」では、第二次世界大戦
前後の日本の変化や連続性に影響を与えた要因として国

１　はじめに

　『高等学校学習指導要領 ( 平成 30 年告示 ) 解説 地理
歴史編』( 以下、『解説』) によると、「日本史探究」は大
項目が A ～ D の４つで構成され、各大項目の中項目は、

（１）対外的な環境の変化や国内の諸状況の変化など時
代の転換を理解し、それを踏まえて（２）及び（３）
の学習を見通した「時代を通観する問い」を表現する。

（２）各時代の特色を読み取ることができる資料を活用
して（１）で設定した「時代を通観する問い」に対す
る仮説を設定する。

（３）対象となる時代の歴史の展開について事象の意味
や意義、関係性などを多面的・多角的に考察し、歴史
に関わる諸事象の解釈や歴史の画期などを根拠を示し
て表現することで歴史を深く理解する。

という３つを基本に、大項目Ｄのみ（４）「日本史探究」
のまとめとなる現代の日本の課題の探究が位置付けられ
た。「日本史Ｂ」では「歴史と資料」「歴史の解釈」「歴
史の説明」「歴史の論述」が古代から近現代にかけて段
階的に設定されていたが、「日本史探究」では、すべて
の大項目において中項目（２）で資料を活用する技能が、
中項目（３）で資料を活用しての歴史の解釈、説明、論
述が設定されている。「日本史探究」は、「歴史総合」で
学習した歴史の学び方をより強化するために、資料を効
果的に活用することが強調されているといえる。
　筆者はかつて、「日本史探究」の授業づくりに関して、「時
代の転換」と「時代を通観する」が「歴史総合」と「日
本史探究」を関連付け、「日本史Ｂ」と「日本史探究」の
差異化を図る鍵であると考え、具体的な授業づくりの視
点を単元「明治維新を記念する」を手がかりに考察した（詳
細は、『ChiReKo』 2021年2学期号を参照）。本稿では、『図
説 日本史通覧』（以下、『通覧』）を活用して、第二次世
界大戦前後の「断絶」と「連続」に注目した「日本史探究」
の授業づくりのプロセスを記述し、「歴史総合」の学習内
容と関連付けた「日本史探究」の授業づくりを提案する。

「日本史探究」における「近現代の地域・日本と世界の
　画期と構造」の授業づくりのプロセス
―第二次世界大戦前後の日本の「断絶」と「連続」を事例に―
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際社会の動向を位置付けている。この学習の構造の違い
を意識して「日本史探究」の授業試案を示したい。

３　「日本史探究」における「近現代の地域·日
本と世界の画期と構造」の授業づくりの視点

　『解説』に示された「第二次世界大戦後の日本の政治
や社会は、それまでと何が変わり、何が継承、継続され
たのだろうか」という問いの例は、第二次世界大戦前後
の日本の政治・社会を「断絶」と「連続」の両面からと
らえようとする歴史学研究の成果によるものと考えられ
る。第二次世界大戦前後を「断絶」ととらえる場合は、
1945 年８月 15 日を画期として、戦争とファシズムの
時代から平和と民主主義の時代へと転換することを強調
する。一方、第二次世界大戦前後を「連続」ととらえる
場合、第二次世界大戦前後の政治や社会に同質性を見い
だすことを強調する。「日本史探究」においては、第二
次世界大戦以前（戦前）、第二次世界大戦中（戦時中）、
第二次世界大戦後（戦後）の日本の政治や社会を「断絶」
と「連続」の両面からとらえることで、第二次世界大戦
前後で何が変化したか（断絶）、何が変化しなかったか（連
続）を考察し、そこからさらに発展して、第二次世界大
戦前後の「断絶」や「連続」が、現代日本の諸問題にど
う関わっているかまで考察する必要があるだろう。
　こうした考えを念頭に置いて、『解説』に例示された、

「社会的事象の歴史的な見方・考え方」を働かせるため
の問いからいくつか候補を示す。

●このことで何を変えようとしたのだろうか、何が変わっ
たのだろうか、何が変わらなかったのだろうか。

●学習した一連の出来事について、あなたはどこに分岐
点（転換点、画期）を見いだすか、それはどのような理由で、
何が重要と考えたためか。　　　　　　（『解説』より抜粋）

　これらの問いを参考に、第二次世界大戦前後の「断絶」
と「連続」を考察するための問いを検討してみる。ここ
に挙げた例は、中心となる問い（学習課題）と、学習課
題をさらに発展・深化させることを意図して定期考査や
レポート等でこの授業の学びを評価するための発展的な

問いである。『解説』に示された問いの例は、生徒が考
えるための問いとしてだけでなく、授業づくりの視点と
もなりうるものである。

４　『通覧』を活用した「近現代の地域·日
本と世界の画期と構造」の具体的展開

　「日本史探究」においては、「歴史総合」と同様に、学
習全般で問いを設定して、その追究を促す資料を活用し
ていくことが求められている。ここまで検討してきた第
二次世界大戦前後の「断絶」と「連続」を考察するため
の問いを踏まえ、『通覧』に掲載されている資料からこ
れらの問いを追究することができる授業の試案を示した
い。具体的な授業の展開としては、第二次世界大戦後の
GHQ による占領政策を中心に、第二次世界大戦前後の
政治や社会を比較する学習が考えられる。ここでは、経
済の民主化に焦点を当てて「断絶」を考察する授業展開
と、占領政策の転換に焦点を当てて「連続」を考察する
授業展開を例示する。

（１）展開①：経済の民主化の「断絶」を考察する
　GHQ が改革を指示した経済の民主化とは、財閥の解
体、寄生地主制の解体（農地改革）、労働組合の結成を指
している。
　明治以降の日本の経済成長を支えた財閥は、すでに
1920 年代までに持株会社を設立し、株式保有を通じて
多数の会社を支配するコンツェルンの形態を整えた。そ
して、金融恐慌をきっかけとして各財閥が抱える銀行に
預金が集中していったことで、日本の経済に大きな影響
力を持っていったのである。一方、こうした経済成長は、
寄生地主制により生み出される安価な労働力にも支えら
れていた。明治以降に形成された寄生地主制は、土地を
手放した小作人が地主に高額な小作料を支払うため、小
作人は貧しくなり、労働者として炭鉱や工場で働く者も
いた。こうした安価な労働力を用いて安く生産された工
業製品を海外へと輸出することで日本の経済は成長して
いったのである。寄生地主制に起因する経済格差が国
内市場の未発達の一因となっており、また、日本の経済
成長が海外市場への輸出に頼っていたことで、軍部の海
外侵略と財閥の思惑が結び付きを強めていった。こうし
た軍国主義と全体主義の台頭により、戦時中には、労働
組合が解散され、戦時体制に組み込まれた。そのため
GHQ は、戦前の日本の軍国主義の基盤が財閥と寄生地
主制、労働運動を抑圧する体制にあると考えたのである。
　第二次世界大戦以前のこのような社会構造を踏まえ、

中心となる問い（学習課題）
第二次世界大戦によってそれまでの日本の政治や社会は
何が変化し、何が変わらなかったのか。

学習課題を発展・深化させる問い（発展的な問い）
第二次世界大戦後の日本において、「もはや『戦後』で
はない」の「戦後」とは何を意味する言葉であり、「『戦後』
ではない」とどの程度いえるだろうか。
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『通覧』p.296 ～ 297 を活用した学習を考えてみよう 
（ 図１  ）。
　財閥解体に関しては、「財閥解体によって、第二次世
界大戦前後の経済はどのように変化したか」と問い、財
閥による企業の支配が解体され、企業間での自由競争を
促したことに気付かせたい。そのために、「 Ａ  財閥解

体への道」、「 Ｃ  独占体制を排除する法律」を「なぜ持
株会社や財閥家族は株式の譲渡を命じられたのか」とい
う問いとともに用意し、生徒どうしで意見を整理する時
間を設けるなどの学習活動が考えられる。
　農地改革に関しては、「 ⑨ 農地改革前後の変化」と

『通覧』p.328 の「 システムＫ  寄生地主制」（ 図２  ）、 
「 システムＬ  自作農体制」（ 図３  ）を「農地改革によっ
て農家の構造はどのように変化したか」という問いとと
もに用意し、地主－小作人の関係がなくなり、農家の自
立と家族経営による小規模化が進んだことに気付かせた
い。その際に、第一次農地改革と第二次農地改革の違い
にも注目したい。『通覧』p.297 ⑨の３種類の帯グラフ
のうち、「①自作地と小作地の割合」、「②自作農と小作

農の割合」は、1942 年と 1946 年を比較すると大きな
変化がなく、1946 年と 1950 年を比較すると自作地・
自作農の割合が大きく増えていることが読み取れる。⑨
から読み取れることと対応するのが、第一次農地改革と
第二次農地改革を比較する⑦の表である。第一次農地改
革は農業に関する戦時立法として成立した農地調整法

(1938 年 ) を改正して行われたが、地主からの土地の譲
渡は小作人との協議によるものとされ、地主からの抵抗
が大きく、徹底されなかった。そのため、GHQ は第二
次農地改革案の策定と実施を命じ、地主の土地を国が強
制的に買い上げ、小作農に安く売り渡すことで、自作地・
自作農の割合が大きく増えたのである。
　労働組合の結成については、p.297「 ⑫ 労働組合と
労働争議」と p.274「 ⑧ 労働争議の推移」を活用して、

「第二次世界大戦前後で労働争議の件数はどのように推
移しているか、それはなぜか」と問い、労働者をめぐる
環境が大きく変化したことに気付かせたい。戦前の労働
争議の発生件数は、満州事変が勃発する 1931 年までに
かけて増加していくが、その内実は、労使協調に転じた
日本労働総同盟が分裂したことによる比較的小規模な運
動であった。また、政府による労働運動への圧力や、産
業報国会の結成 (1938 年 ) により労働組合が解散した
ことで、労働争議の件数は減少していった。一方、第二
次世界大戦後になると、労働争議の件数は増加してい
く様子が読み取れる。p.297「 ⑪ 労働三法」を提示し
て、戦前に減少していった労働争議が増加に転じた背景
を制度に注目して考察するよう促したい。

（２）展開②：占領政策の転換による「連続」を考察する
　第二次世界大戦直後の日本は、GHQ による五大改革
指令を中心に、軍国主義を除去し、民主化するための政
策を進めていたが、米ソの対立が深まると、日本の占領

図１ 　『図説 日本史通覧』p.296 〜 297
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銀行の倉庫で保管された。

 ②農村を視察するＧＨＱの最高司令官夫妻（1951 年９

月 東京）　ＧＨＱは日本政府の農地改革案（第一次農地
改革）をくつがえし，第二次農地改革を指令した。強
力な指導によって，1950 年７月までにほぼ完了させた。

ヒストリースコープHistory
    Scope

経済の民主化1 B 企業の分割

C 独占体制を排除する法律

A  財
ざ い

閥
ば つ

解体への道

GHQ(連合国軍最高司令官総司令部)

持株会社(83社) 財閥家族(10家56名)

譲渡された株式
を一般へ売却

・4大財閥(三井・三菱・住
　友・安田)本社とその他の
　財閥の本社・中核企業
　…15財閥と一部中小財閥
　　が対象→解体(32社)
・9社は過度経済力集中排除
　法を適用
・42社は株式譲渡後，生産
　会社として再建

三井(11名)
岩崎(11名)
安田 

（10名，のちに＋1名）
住友(4名)

浅野(4名)
野村(4名)
大倉(4名）
古河(2名)
鮎川(1名)
中島(5名)

法
の
制
定

・独占禁止法(1947.4）
・過度経済力集中排除法(1947.12）
・財閥同族支配力排除法(1948.1）

独
占
体
制
の

排
除

指定 指定

指令

持株会社整理委員会(1946.8発足)
持株会社，財閥家族所有の株式(有価証券)の譲渡を受ける

⎫

⎬
⎭

譲渡有価証券（1950年）
　約1億6377万株
　約73億9451万円

＊

＊8大財閥　　　   に新興の日産・
   日窒・理研・日曹・中島と金融
　資本の渋沢・野村を加えた15の
　大財閥。

にっさん

にっちつ り けん にっそう なかじま

しぶさわ の むら

p.277

(　p.269)

みつ い みつびし すみ

とも やす だ いわさき の むら

おおくら

あゆかわ

なかじま

➡C

財閥解体により指定を受け解体

過度経済力集中排除法により分割
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 ③ＧＨＱは軍国主
義の基盤は財

ざい
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ばつ

・地主・
軍部という三つの社会
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にあったと
考えた。そこで財閥解
体による自由競争の確
立と，農地改革による
小作農民の中産階級化
が，日本の民主化の根
幹と結論づけた。

 ⑦ＧＨＱは農村の貧困による国内市場の未発達
が，海外輸出と侵略にたよる経済構造をつくったと
判断し，その元凶は寄生地主制にあるとした。一方，
日本政府にも，農業生産性の低さを克服するための
自作農育成案があったことから，自発的に第一次農
地改革案がつくられ，帝国議会で可決された。しか
し，地主の抵抗が大きく不徹底な内容となったこと
から，ＧＨＱはこれに満足せず，第二次農地改革案
の策定・実施を命じ，1950 年までにほぼ完了させた。

 ⑪労働三法　1945 年 10 月に労務法制審議委
員会が設置され，労働者側委員の主導で労働組合
法が成立。労働関係調整法はＧＨＱの主導で制定
が進められ，労働基準法は憲法制定後，日本側の
主導で制定された。

 ⑬復活メーデー（1946 年５月１日）　11 年ぶりにメーデー
が開催され，皇居前広場に約 50 万人の労働者が集まった。

 ⑭二・一ゼネストの準備を行う電話局の組合員（1947

年1月30日）　公務員の賃上げ要求に対して吉
よし

田
だ

首相が労
働組合指導者を「不

ふ

逞
てい

の輩
やから

」と罵
ば

倒
とう

したため，内閣打倒を
めざすゼネストが計画され，しだいに革命運動の色彩を
強めた。スト指導部はＧＨＱのスト容認を想定していた。

「進
しん

駐
ちゅう

軍回線絶体（対）確保せよ」の貼り紙がそれを物語る。

全官公庁共同闘争委員
会の伊

い

井
い

弥
や

四
し

郎
ろう

議長を
NHK に連行し，中止
の放送を行わせた。

しかし…
 ⑫労働組合と労働争議　戦後，労働組合運動

が再開し，治安維持法により投
とう

獄
ごく

されていた労働
運動指導者や共産党員らが釈放（ p.295）されて
急速に発展した。1948 年には組合員数 660 万人，
組織率は 50％をこえた。

 ⑮戦後労働組合の変
へん

遷
せん

　産
さん

別
べつ

会
かい

議
ぎ

は共産党指導，総
そう

同
どう

盟
めい

は非共産党で結成されたが，ＧＨＱの指導で 1950 年
に労使協調の総評に運動が一本化された。ところが，翌
年には労使対決路線へと急速に転換。これに不満をもつ
勢力が全労会議で対抗した。1980 年代に統一がめざされ，
連合が結成されたが，いまだ完全には統一されていない。

 ⑨農地改革前後の変化　農地改革の
結果，全農地の半分近くを占めていた
小作地の割合は１割以下にまで激減した。
小作農家も５％にすぎなくなり，多くの
農民が自立することになった。農家は家
族経営が中心となり，経営規模は縮小し
た。このことは，やがて工業化が進んで
産業構造が高度化すると，零

れい

細
さい

農民の兼
業化を促進することになった。農業をや
めて都市に移住する農民が増え，就農人
口が減少する要因ともなった（ p.308）。
また，土地所有者となった農民は保守化
し，保守政党の勢力基盤となった。

 ⑧第二次農地改革のしくみ　農地委員
会での小作の立場が強化された。  ⑩農地改革啓発ポスター

 ⑤おもな企業の分割　大企業の多くが独占を理由に解体された。しかし，冷戦を背
景とした占領政策の転換（ p.300）により，日本を反共産主義の拠点とするために財
閥資産の活用による日本経済の早期復興がめざされ，規制は緩

かん

和
わ

されていった。

 ④ＧＨＱの指令により，政府から独立した特殊法人として持
もち

株
かぶ

会社整理委員
会が発足した。持株会社および財閥家族を指定し，株式譲渡を受けてこれを広
く売却した。独

どく

占
せん

禁
きん

止
し

法
ほう

により持株会社は禁止され，財閥本社は消滅した。また，
過
か

度
ど

経
けい

済
ざい

力
りょく

集
しゅう

中
ちゅう

排
はい

除
じょ

法
ほう

による対象会社の認定と解体の監督なども行われた。

今日とのつながり 戦前までビール市場で大きなシェアを占めていた大日本麦
ビ ー ル
酒は，過度経済力集中排除法により日本麦酒（サッポロビール）と朝日麦酒（アサヒビール）に分割された。

農地改革2

労働の民主化と労働運動の高揚3

GHQ

政府

不在地主 在村地主

地主 自作農 小作農

小作人 自作農

買取

売却

買取

小作地の
買取･売却
を計画

農地委員会
（市町村･都道府県設置）

３ ： ２ ： ５（人）

1942年

1946年

1950年

①自作地と小作地の割合

②自作農と小作農の割合

③耕地面積別の農家数の割合

1942年

1946年

1950年

1941年

1950年
〈『農林省統計表』〉

自作地　54.1％

56.0％

93.8％

32.8%

61.9％ 32.4
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運
動
の
高
揚
と
敗
北

労
働
4
団
体
時
代

統
一
を
め
ざ
し
て

全日本産業別労働組合会議
（産別会議, 産別）

1946 1946

1948

1949

1950

19541952

1958

1956

1962

1964

1987

1989 1989 1989

産別民主化同盟

全国産業別労働組合連合
（新産別）

日本労働組合総評議会
（総評）

団体等規正令で解散

二・一ゼネスト中止後

全日本労働組合会議
（全労会議）

1951
総同盟

全日本労働総同盟組合会議

全日本労働総同盟
（同盟）

総評の
左旋回

官公労組合流

総評

解散

1989
解散

新産別

中立労働組合連絡会議

全日本民間労働組合連合会(全民労連，旧「連合」）

全国労働組合総連合
（全労連）

全国労働組合連絡協議会
（全労協）

日本労働組合総連合会
（連合）

全国労働組合連絡協議会

日本労働組合総同盟
（総同盟）

労働4団体
日本社会党

支持，戦闘的

民社党支持，
労使協調的

1955
春闘開始
毎年春に賃上げ
交渉で統一行動

1987
国鉄民営化
→加盟組織の国労に打撃

民間労組が先行加盟

戦前 戦後

・寄生地主制
  による小作農の支配
  　大地主(寄生地主)
 　 小作農

  寄生地主の一掃
  経済力，社会的威信喪失
  自作農の大量創出

・財閥による産業の支配
持株会社
財閥家族

・財閥解体

・農地改革

解散
企業支配力の排除

⎧
⎨
⎩

p.222

⎫
⎬
⎭

き せい じ ぬしせい

ざいばつ

そうしつ

もちかぶ

法律 内容 その後の展開

独
どく

占
せん

禁
きん

止
し

法
ほう

（1947 年４月公布）

・持
もち

株
かぶ

会社などの私的独
占，カルテル＊を禁止

・公正取引委員会が監視

1949・53 年に改正され，規制内容が
緩
かん

和
わ

された。97 年の改正で持株会社
の禁止規定が解禁された。

過
か

度
ど

経
けい

済
ざい

力
りょく

集
しゅう

中
ちゅう

排
はい

除
じょ

法
ほう

（1947 年 12 月公布）
・独占的な経済力をもつ

巨大企業の分割

1948年２月に325社が指定されたが，
占領政策の転換により，実際に分割さ
れたのは 11 社のみ。55 年７月廃止。

財
ざい

閥
ばつ

同族支配力排除法
（1948 年１月公布）

・財閥家族が財閥系会社の役
員に就任することを禁止

実際には 40 人が排除された。52 年
１月廃止。

第一次農地改革（案） 第二次農地改革

内　　閣
1945（昭和 20）年 12 月
幣
しで

原
はら

喜
き

重
じゅう

郎
ろう

内閣
→農地調整法の改正 p.281

1946（昭和 21）年 10 月
第１次吉

よし

田
だ

茂
しげる

内閣
→農地調整法の再改正，自作農創設特別措

そ

置
ち

法の公布

内
　
容

不在地主 小作地保有を認めない 小作地保有を認めない
在村地主

（小作地保有制限）
隣接市町村在住者を含める
５町

ちょう

歩
ぶ

内（約５ha）
農地のある市町村に在住する者に限定する
１世帯あたり都府県平均１町歩（北海道４町歩）

自小作地の制限 なし 都府県３町歩（北海道 12 町歩）
譲渡方式 地主・小作農の協議 国が強制的に買い上げ，小作農に安く売り渡す
農地委員会 地主・自作農・小作農各５人 地主３・自作農２・小作農５人
小 作 料 金納（物納も可） 金納（田は収穫価格の 25％，畑は 15％以内）

結　　果
日本政府が自主的に実施を決
定したが，ＧＨＱより不徹底と
の非難を受け，実施できず。

1947（昭和 22）年３月〜 50（昭和 25）年７月に
実施。全小作地の約 88％を解放。大地主は経済
力と社会的威信を失い，寄

き

生
せい

地
じ

主
ぬし

制
せい

は崩
ほう

壊
かい

。

旧岩
いわ
崎
さき
邸庭園（東京都台東区，p.252）　三

みつ
菱
びし
創業者・岩崎家の邸宅として明治29年建築。コンドル設計の豪勢な洋館建築が都立庭園として保存，公開されている。歴史散歩歴史散歩歴史散歩

 ⑥銀行の改名　財
閥本社は解体されたが，
財閥系金融機関は名称
を変えるだけで存続を
許された。三菱，住友
は占領終了後に財閥名
称を復活させた。その
後，三井・三菱・住友
などの都市銀行は，系
列企業への融資を通じ
て企業集団を形成して
いった。

労働組合法
1945 年 12 月公布

労働者の団結権・団体交渉権・
争
そう

議
ぎ

権を保障。

労働関係調整法
1946 年９月公布

斡
あっ

旋
せん

・調
ちょう

停
てい

・仲
ちゅう

裁
さい

などの労働
争議の調整方法や争議行為の
制限を規定。

労働基準法
1947 年４月公布

労働者保護のため，８時間労
働制や年次有給休暇など，労
働条件の最低基準を規定。

　財閥解体とは，持
もち

株
かぶ

会社や財閥家族に集中していた株式所有を分散化すること
で，全産業分野にまたがる強力な会社支配力を解体することに目的があった。持
株会社 83社と財閥家族 56名が保有していた株式や小切手などの有価証券（総額
約 103 億円）のうち，持

もち

株
かぶ

会社整理委員会に約 74億円が譲渡された。そのうち
約 43億円分が売却され（1950 年３月時点），代金など一部は持株会社・財閥家
族に返却された。売却先は，当該企業の従業員が優先されたが，一般の労働者に
購入できる資金があるはずもなく，経営権を守りたい企業は従業員に融資して，
実質的に自社株を購入したとみられている。

時代を見る目時代を見る目 財
ざ い

閥
ば つ

所有株はどう処分されたか

Ｇ
Ｈ
Ｑ

ス
ト
前
日「通信・交通ストは占領政

策を妨害」「革命運動への
発展は断固阻

そ

止
し

」

〈堀田祐治提供〉

財閥 p.214 4 ，269，277

p.329 「土地制
度の移り変わり」 

持株会社 p.269
＊価格維持のため同業他社と価格や生産量を取り決めること。

よ み

と き

２回の農地改革における，在村地主に関する
規定や譲渡方式の違いに注目しよう

296 民主化政策 ー民主主義的傾向ノ復活強化ニ対スル一いっ

切
さい

ノ障
しょう

礙
がい

ヲ除去スヘシ　（ポツダム宣言第 10 条）史

　ＧＨＱはポツダム宣言にしたがい，1945 年
10月，幣

しで

原
はら

喜
き

重
じゅう

郎
ろう

首相に五大改革（ p.294）を
指令し，徹底した民主化を指示した。そのうち，
経済の民主化にあたるものが財

ざい

閥
ばつ

解体・農地改革
であった。

❶�図①②ともにＧＨＱ関係者が立ち会ったり
視察したりしているのはなぜだろうか。

❷�財閥解体と農地改革の結果を，民主主義改
革の観点から説明しよう。→ 1 ・ 2

❸�二・一ゼネストが中止に追い込まれ，財閥
解体が中途で終わったのはなぜだろうか。
→ 1 ・ 3

考 察考 察
蚕

リッジウェイ最高司令官
（マッカーサーの後任）
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政策も転換していく。まずは、ロイヤル米陸軍長官の演
説（ 資料  ）を読み、「ロイヤルが日本に求めているの
はどのような役割か」「なぜ、ロイヤルはこのような役
割を日本に求めたのか」という２点について、「歴史総合」
での学びも踏まえて確認したい。

資料 　ロイヤル米陸軍長官演説
…陸軍省および国務省は、政治的安定の維持と将来とも自由な
政局を継承させるために、健全にして自立的な経済がなければ
ならないことを知っている。…
　アメリカは日本に…今後極東に発生するかもしれない新たな
全体主義の戦争の脅威に対する防壁の役目を果たすことができ
るような、自足的な民主主義を確立するという目的をもってい
る。…　　　　　　　　　　　　　　　　　　（『通覧』p.300）

　この資料によると、ロイヤルは東アジア地域における
共産主義の脅威を抑止する役割を日本に求めている。こ
うした役割が求められるようになった背景として、朝鮮
半島の分断により北部に社会主義国家が誕生しようとし
ていたことや中国での国共内戦において中国共産党が優
勢であったことが挙げられるだろう。米ソの対立が確実
に東アジアにも影響を与え始めており、こうした米ソの
対立を軸とする国際秩序の形成と日本の占領政策の転換
が関係することを確認しておきたい。
　このような前提の下、第二次世界大戦前後の日本の政
治・社会の「連続」を考察していきたい。例えば、財閥
の解体は第二次世界大戦前後の「断絶」ともとらえるこ
とができるが、『通覧』p.296「 Ｃ  独占体制を排除す

る法律」の「その後の展開」を見ると、占領政策の転換
によって、実際に分割された巨大企業はわずか 11 社に
とどまっている。さらに「 Ｂ  企業の分割」で実際に分
割された企業のその後の経過を見ていくと、高度経済成
長期に合併をする事例も確認できる。高度経済成長期に
形成された企業集団が株式の相互持合いによって成立し
ている点で戦前の財閥と異なることに注意する必要があ
るものの、財閥解体は占領政策の転換の影響を受け、当

初の目的を完全に達成することができなかったともいえ
る。また、GHQ は軍国主義を除去するために軍隊の解
散を命じていたものの、朝鮮戦争の勃発に伴い、1950
年には警察予備隊が設立されている。非軍事化の一環と
して軍隊が解散されたことは第二次世界大戦前後の「断
絶」と評価できる。一方、警察予備隊が設立され、その
後自衛隊として今日まで維持されてきている現状を「連
続」と評価するかどうかは、「自衛隊を軍隊ととらえる
ことができるか」という論点を提供するという意味で重
要な議論となるだろう。
　占領政策の転換とは異なる文脈では、農地改革に関し
て、農地調整法に注目して第二次世界大戦前後の「連続」

を見いだすことができる。p.274「 時代を見る目  小作争
議の増加と農地調整法」でも解説されているとおり、農
地調整法は、昭和恐慌の影響を受けて土地の取り上げを
求める地主と小作人を調停し、食料増産を実現すること
を目的として、自作農創出や小作人の耕作権を擁護しよ
うとした戦時立法である。結果的には徹底できなかった
ものの、農地調整法を改正することで戦後の農地改革が
推し進められたことは、終戦直後の混乱の中で既存の制
度を活用して GHQ の指令に対応しようとしていたこと
をうかがわせる。

（３）まとめ：「戦後」とよべるのはいつまで？
　第二次世界大戦前後の「断絶」と「連続」を考察した
うえで、「『戦後』とよべるのはいつまでだろうか」と問
いかけ、高度経済成長期以降の学習への見通しを持たせ
たい。その際、「戦後」という言葉について「もはや『戦
後』ではない」と述べた 1956 年の『経済白書』を提示
しながら、「戦後とはどの期間を指すのか、現在も続いて
いるのか」と問いかけ、第二次世界大戦前後の期間の広
がりに気付かせることもできる。

５　おわりに

　本稿では、『通覧』を活用し、「歴史総合」の学習内容
と関連付ける「日本史探究」の授業づくりについて、第
二次世界大戦前後の日本の「断絶」と「連続」をテーマ
にした事例を提案した。第二次世界大戦前後の比較は、
本稿で扱った内容以外にも可能である。「歴史総合」で
も学習する近現代史を「日本史探究」でより深く学習し
ていくためには、日本の政治・社会の動きを「断絶」と「連
続」の視点からとらえ直し、そうした動きをもたらす国
際社会の動向にも目を配りながら教材研究をしていくこ
とが肝要である。

図２ 　寄生地主制
『図説 日本史通覧』p.328

図３  　自作農体制
『図説 日本史通覧』p.328
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